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議案第６２号 

 

   令和３年度尼崎市一般会計補正予算（第７号） 

 

令和３年度尼崎市の一般会計補正予算（第７号）は、次に定めるとこ

ろによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ２，４９０，６０９千

円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ２１７，４５５，

８４２千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補

正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表歳入歳出予算補正」による。 

 

令和３年９月７日提出 

 

尼崎市長 稲  村  和  美 

 

議62



第１表　歳入歳出予算補正

　歳　　　入

20 地 方 交 付 税 9,084,000 157,801 9,241,801

05 地 方 交 付 税 9,084,000 157,801 9,241,801

40 国 庫 支 出 金 55,366,467 961,731 56,328,198

05 国 庫 負 担 金 46,466,626 334,212 46,800,838

10 国 庫 補 助 金 8,716,025 627,519 9,343,544

45 県 支 出 金 14,266,215 71,941 14,338,156

05 県 負 担 金 10,736,433 9,606 10,746,039

10 県 補 助 金 2,385,410 62,335 2,447,745

60 繰 入 金 4,903,877 15,491 4,919,368

10 基 金 繰 入 金 4,903,877 15,491 4,919,368

65 繰 越 金 1 463,198 463,199

05 繰 越 金 1 463,198 463,199

70 諸 収 入 6,805,255 820,447 7,625,702

25 収益事業収入 350,933 820,447 1,171,380

214,965,233 2,490,609 217,455,842

款 項

歳  入  合　計

　

補正前の額

　

補正額

（単位　千円）

計

議62-2



　歳　　　出

10 総 務 費 15,571,434 1,138,676 16,710,110

05 総 務 管 理 費 12,080,563 1,138,676 13,219,239

20 衛 生 費 17,423,418 935,285 18,358,703

05 保 健 衛 生 費 9,925,669 935,285 10,860,954

25 労 働 費 191,230 161,500 352,730

10 労 働 諸 費 191,230 161,500 352,730

35 商 工 費 2,270,948 252,880 2,523,828

05 商 工 費 2,270,948 252,880 2,523,828

50 教 育 費 19,478,916 2,268 19,481,184

35 社 会 教 育 費 876,118 2,268 878,386

214,965,233 2,490,609 217,455,842

計款 項 補正前の額

歳  出  合　計

補正額

議62-3





（ 補 正 ７ 号 ）

一 般 会 計

予 算 説 明 書

議62-5



議62-6



議62-7



議62-8



議62-9



議62-10



議62-11



議62-12



議62-13



議62-14



議62-15



議62-16



議62-17



議62-18



議62-19





 

 

議案第６３号 

 

   令和３年度尼崎市特別会計後期高齢者医療事業費補正予算 

（第１号） 

 

令和３年度尼崎市の特別会計後期高齢者医療事業費補正予算（第１号

）は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ６，０５０千円を追加

し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ６，５８０，００９千円

とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補

正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表歳入歳出予算補正」による。 

 

令和３年９月７日提出 

 

尼崎市長 稲  村  和  美 

 

議63



第１表  　歳入歳出予算補正

　歳　　　入

70 諸 収 入 11,095 6,050 17,145

10
償 還 金 及 び
還 付 加 算 金

10,525 6,050 16,575

6,573,959 6,050 6,580,009

　歳　　　出

60 諸 支 出 金 10,525 6,050 16,575

05
償 還 金 及 び
還 付 加 算 金

10,525 6,050 16,575

6,573,959 6,050 6,580,009

歳  入  合　計

　

補正前の額

歳  出  合　計

款 項 補正前の額 補正額 計

　

補正額

（単位　千円）

計款 項

議63-2



（ 補 正 １ 号 ）

特 別 会 計

後 期 高 齢 者 医 療 事 業 費 予 算 説 明 書

議62-3



議63-4



議63-5





 

 条 例 





議 64 

議案第６４号 

   尼崎市行政手続等における情報通信技術の利用に関する条例   

について 

 尼崎市行政手続等における情報通信技術の利用に関する条例を次のよ

うに制定する。 

  令和３年９月７日提出 

尼崎市長 稲  村  和  美   

   尼崎市行政手続等における情報通信技術の利用に関する条例   

（この条例の趣旨） 

第１条 この条例は、情報通信技術を利用する方法により行政手続等を

行うために必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号

に定めるところによる。 

  行政手続等 申請等、処分通知等、縦覧等又は作成等をいう。 

  申請等 申請、届出その他の条例等の規定に基づき市の機関に対

して行われる通知をいう。 

  処分通知等 処分（行政庁の処分その他公権力の行使に当たる行

為をいう。）の通知その他の条例等の規定に基づき市の機関が行う

通知（不特定の者に対して行うものを除く。）をいう。 

  縦覧等 条例等の規定に基づき市の機関が書面等又は電磁的記録

に記録されている事項を縦覧又は閲覧に供することをいう。 

  作成等 条例等の規定に基づき市の機関が書面等又は電磁的記録

を作成し、又は保存することをいう。 

  条例等 市の条例（この条例を除く。）又は市長その他の市の機

関の規則（規程を含む。）をいう。 

  市の機関 尼崎市議会、市長その他の市の執行機関、尼崎市公営

企業管理者、尼崎市消防長その他の機関若しくはこれらの機関から

その権限の委任を受けた機関又は地方自治法（昭和２２年法律第６

７号）第２４４条の２第３項の規定に基づき市の公の施設の管理を



議 64-2 

行わせる指定管理者をいう。 

  書面等 情報通信技術を活用した行政の推進等に関する法律（平

成１４年法律第１５１号。以下「情報通信技術活用法」という。）

第３条第５号に規定する書面等をいう。 

  電磁的記録 情報通信技術活用法第３条第７号に規定する電磁的

記録をいう。 

  署名等 情報通信技術活用法第３条第６号に規定する署名等をい

う。 

（電子情報処理組織による申請等） 

第３条 申請等のうち当該申請等に関する条例等の規定において書面等

により行うべきことその他の申請等の方法が規定されているものにつ

いては、その規定にかかわらず、市の機関が別に定めるところにより、

市の機関が別に定める電子情報処理組織（市の機関の使用に係る電子

計算機（入出力装置を含む。以下同じ。）とその行政手続等の相手方

の使用に係る電子計算機とを電気通信回線で接続した電子情報処理組

織をいう。以下同じ。）を使用する方法により行うことができる。 

２ 前項に規定する方法により行われた申請等については、当該申請等

の方法が規定されている規定に基づき当該方法により行われたものと

みなして、当該規定を定める条例等その他の条例等の規定を適用する。 

３ 第１項に規定する方法により行われた申請等は、当該申請等を受け

る市の機関の使用に係る電子計算機に備えられたファイルへの記録が

された時に当該市の機関に到達したものとみなす。 

４ 申請等のうち当該申請等に関する条例等の規定において署名等を行

うべきことが規定されているものを第１項に規定する方法により行う

場合には、その規定に係る署名等については、当該規定にかかわらず、

電子情報処理組織を使用した個人番号カード（行政手続における特定

の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成２５年法律

第２７号）第２条第７項に規定する個人番号カードをいう。以下同

じ。）の利用その他の氏名又は名称を明らかにする措置であって市の

機関が別に定めるものをもって代えることができる。 



議 64-3 

５ 申請等のうち当該申請等に関する条例等の規定において手数料の納

付の方法が規定されているものを第１項に規定する方法により行う場

合には、その規定に係る手数料の納付については、当該規定にかかわ

らず、電子情報処理組織を使用する方法その他の情報通信技術を利用

する方法であって市の機関が別に定めるものをもって行うことができ

る。 

６ 申請等を行う者について対面により本人確認を行うべき事情がある

場合、申請等に係る書面等のうちにその原本を確認する必要があるも

のがある場合その他の申請等のうちに第１項に規定する方法により行

うことが困難又は著しく不適当と認められる部分がある場合として市

の機関が別に定める場合には、市の機関が別に定めるところにより、

当該申請等のうち当該部分以外の部分につき、前各項の規定を適用す

る。この場合において、第２項中「行われた申請等」とあるのは、

「行われた申請等（第６項の規定により前項の規定を適用する部分に

限る。以下この項から第５項までにおいて同じ。）」とする。 

（電子情報処理組織による処分通知等） 

第４条 処分通知等のうち当該処分通知等に関する条例等の規定におい

て書面等により行うべきことその他の処分通知等の方法が規定されて

いるものについては、その規定にかかわらず、市の機関が別に定める

ところにより、市の機関が別に定める電子情報処理組織を使用する方

法により行うことができる。ただし、当該処分通知等を受ける者が、

これを当該方法により受ける旨を市の機関が別に定める方式により表

示しない場合は、この限りでない。 

２ 前項に規定する方法により行われた処分通知等については、当該処

分通知等の方法が規定されている規定に基づき当該方法により行われ

たものとみなして、当該規定を定める条例等その他の条例等の規定を

適用する。 

３ 第１項に規定する方法により行われた処分通知等は、当該処分通知

等を受ける者の使用に係る電子計算機に備えられたファイルへの記録

がされた時に当該者に到達したものとみなす。 
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４ 処分通知等のうち当該処分通知等に関する条例等の規定において署

名等を行うべきことが規定されているものを第１項に規定する方法に

より行う場合には、その規定に係る署名等については、当該規定にか

かわらず、氏名又は名称を明らかにする措置であって市の機関が別に

定めるものをもって代えることができる。 

５ 処分通知等を受ける者について対面により本人確認を行うべき事情

がある場合、処分通知等に係る書面等のうちにその原本を交付する必

要があるものがある場合その他の処分通知等のうちに第１項に規定す

る方法により行うことが困難又は著しく不適当と認められる部分があ

る場合として市の機関が別に定める場合には、市の機関が別に定める

ところにより、当該処分通知等のうち当該部分以外の部分につき、前

各項の規定を適用する。この場合において、第２項中「行われた処分

通知等」とあるのは、「行われた処分通知等（第５項の規定により前

項の規定を適用する部分に限る。以下この項から第４項までにおいて

同じ。）」とする。 

（電磁的記録による縦覧等） 

第５条 縦覧等のうち当該縦覧等に関する条例等の規定において書面等

により行うべきことが規定されているもの（申請等に基づくものを除

く。）については、その規定にかかわらず、市の機関が別に定めると

ころにより、当該規定に係る書面等に係る電磁的記録に記録されてい

る事項又は当該事項を記載した書類により行うことができる。 

２ 前項に規定する事項又は書類により行われた縦覧等については、当

該縦覧等を書面等により行うべきことが規定されている規定に基づき

書面等により行われたものとみなして、当該規定を定める条例等その

他の条例等の規定を適用する。 

（電磁的記録による作成等） 

第６条 作成等のうち当該作成等に関する条例等の規定において書面等

により行うべきことが規定されているものについては、その規定にか

かわらず、市の機関が別に定めるところにより、当該規定に係る書面

等に係る電磁的記録により行うことができる。 
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２ 前項に規定する電磁的記録により行われた作成等については、当該

作成等を書面等により行うべきことが規定されている規定に基づき書

面等により行われたものとみなして、当該規定を定める条例等その他

の条例等の規定を適用する。 

３ 作成等のうち当該作成等に関する条例等の規定において署名等を行

うべきことが規定されているものを第１項に規定する電磁的記録によ

り行う場合には、その規定に係る署名等については、当該規定にかか

わらず、氏名又は名称を明らかにする措置であって市の機関が別に定

めるものをもって代えることができる。 

（適用除外） 

第７条 第３条から前条までの規定は、次に掲げる行政手続等について

は、適用しない。 

  行政手続等のうち、申請等に係る事項に虚偽がないかどうかを対

面により確認する必要があること、許可証その他の処分通知等に係

る書面等を事業所に備え付ける必要があることその他の事由により

当該行政手続等を電子情報処理組織を使用する方法その他の情報通

信技術を利用する方法により行うことが適当でないと認められるも

の 

  行政手続等のうち当該行政手続等に関する条例等の規定において

電子情報処理組織を使用する方法その他の情報通信技術を利用する

方法により行うべきこと又は行うことができることが規定されてい

るもの 

（添付書面等の省略） 

第８条 申請等を行う者（以下「申請者等」という。）に係る住民票の

写し、登記事項証明書その他の市の機関が別に定める書面等であって

当該申請等に関する条例等の規定において当該申請等に際し添付すべ

きことが規定されているもの（以下「添付書面等」という。）につい

ては、その規定にかかわらず、市の機関が、当該申請者等が行う電子

情報処理組織を使用した個人番号カードの利用その他の措置であって

当該添付書面等の区分に応じそれぞれ市の機関が別に定めるものによ



議 64-6 

り、直接に、又は電子情報処理組織を使用して、当該添付書面等によ

り確認すべき事項に係る情報を入手し、又は参照することができる場

合には、添付することを要しない。 

（委任） 

第９条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行について必要な

事項は、市長が、又は市長以外の市の機関が市長と協議して定める。 

   付 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 

 

 

 

（説 明） 

  情報通信技術を利用した行政手続等を行うため、条例制定が必要で

あることから、本案を提出する。 



議 65 

議案第６５号  

   尼崎市付属機関等の運営の特例に関する条例について  

 尼崎市付属機関等の運営の特例に関する条例を次のように制定する。  

  令和３年９月７日提出  

尼崎市長 稲  村  和  美  

   尼崎市付属機関等の運営の特例に関する条例  

（この条例の趣旨）  

第１条 この条例は、別に定めるもののほか、付属機関等（市長その他

の市の執行機関又は尼崎市公営企業管理者（以下「執行機関等」とい

う。）の付属機関その他の市に置かれた会議体をいう。以下この条に

おいて同じ。）（当該付属機関等に関する条例等（市の条例（この条

例を除く。以下この条において同じ。）又は当該条例に基づき執行機

関等が定めた規則（地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第

１０条に規定する企業管理規程を含む。）をいう。以下同じ。）の規

定において当該付属機関等の運営に関する事項が規定されているもの

に限る。以下同じ。）の運営の特例を定めるものとする。  

（会議の開催方法の特例）  

第２条 付属機関等の長（最初に招集される会議にあっては、当該付属

機関等が属する執行機関等。以下同じ。）は、当該付属機関等の委員

その他その議決権を有する者の意見を聴いて必要があると認めるとき

は、付属機関等の委員その他の者（以下この条において「委員等」と

いう。）が映像及び音声の送受信により当該付属機関等の他の委員等

の状態を認識しながら通話することができる方法を活用して、当該付

属機関等の会議を開くことができる。この場合において、当該付属機

関等に関する条例等の規定（当該付属機関等の運営に関する事項を定

めるものに限る。）の適用については、当該方法により当該会議の議

事に参与した当該付属機関等の委員等は、当該会議に出席したものと

みなす。  

２ 前項の規定は、付属機関等の部会その他の合議体（以下「部会等」

という。）の会議について準用する。この場合において、同項中「長
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（最初に招集される会議にあっては、当該付属機関等が属する執行機

関等。以下同じ。）」とあるのは「部会その他の合議体（以下「部会

等」という。）の長」と、「委員その他その」とあるのは「部会等に

属する委員その他その」と、「委員等は」とあるのは「部会等に属す

る委員等は」と読み替えるものとする。  

３ 第１項（前項において読み替えて準用する場合を含む。）の規定に

より第１項に規定する方法を活用して付属機関等又はその部会等の会

議を開く場合において当該方法により当該会議の議事に参与する当該

付属機関等の委員等又はその部会等に属する委員等に対する尼崎市特

別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例（昭和３

１年 尼崎 市条 例 第 ２ ０号 。以 下 「非 常 勤 特別 職 報酬 等条 例」とい

う。）第３条第４項の規定の適用については、当該方法により当該議

事に参与する日の日数は、同項の勤務日数に含むものとする。  

（決議の特例）  

第３条 付属機関等の長は、当該付属機関等の運営に関する事項その他

の事項の議事について、当該付属機関等の委員その他その議決権を有

する者（以下「委員等」という。）の意見を聴いて会議を開いて討議

する必要がないと認めるときは、会議を開いて決する方法に代えて、

書面（電磁的記録を含む。以下同じ。）により表示された当該付属機

関等の委員等の意思に基づき決することができる。  

２ 前項の規定は、付属機関等の部会等の議事について準用する。この

場合において、同項中「長」とあるのは「部会その他の合議体（以下

「部会等」という。）の長」と、「委員その他」とあるのは「部会等

に属する委員その他」と、「委員等の」とあるのは「部会等に属する

委員等の」と読み替えるものとする。  

３ 第１項（前項の規定により読み替えて準用する場合を含む。）の規

定により付属機関等の議事を決する場合において当該議事について書

面により意思を表示する付属機関等の委員等又はその部会等に属する

委員等に対する非常勤特別職報酬等条例第３条第４項の規定の適用に

ついては、書面により意思を表示する日その他その意思表示に関する
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行為を行う日の日数は、同項の勤務日数に含まないものとする。  

   付 則  

１ この条例は、公布の日から施行する。  

２ 第２条第１項後段（同条第２項において読み替えて準用する場合を

含む。）及び第３項の規定は、この条例の施行前に同条第１項に規定

する方法を活用して開かれた付属機関等又はその部会等の会議につい

ても適用する。  

 

 

 

（説 明）  

  付属機関等の運営の特例を定めるため、条例制定が必要であること

から、本案を提出する。  





議 66 

議案第６６号 

議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する  

条例の一部を改正する条例について 

議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例の一

部を改正する条例を次のように制定する。 

令和３年９月７日提出 

尼崎市長 稲  村  和  美   

議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する 

条例の一部を改正する条例 

議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例（昭

和３９年尼崎市条例第１９号）の一部を次のように改正する。 

題名を次のように改める。 

尼崎市議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分を 

定める条例 

第１条及び第２条を次のように改める。 

（この条例の趣旨） 

第１条  こ の条 例 は、地方自治 法（昭和２２年 法律第６７号。 以下

「法」という。）第９６条第１項第５号及び第８号の規定に基づき、

尼崎市議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分を定めるも

のとする。 

（尼崎市議会の議決に付すべき契約） 

第２条 法第９６条第１項第５号の条例で定める契約は、工事又は製造

の請負契約で、その予定価格が２００，０００，０００円以上である

ものとする。 

第３条の見出し中「財産」の前に「尼崎市議会の議決に付すべき」を

加え、同条中「規定により議会の議決に付すべき」を「条例で定める」

に、「以上の」を「以上である」に、「でその」を「で、その」に改め

る。 

付 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 
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（説 明） 

  議会の議決に付すべき工事又は製造の請負に係る契約の予定価格を

変更するにあたり、条例改正が必要であることから、本案を提出する。 



 

議 67 

議案第６７号 

   尼崎市手数料条例の一部を改正する条例について 

 尼崎市手数料条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

  令和３年９月７日提出 

尼崎市長 稲  村  和  美   

   尼崎市手数料条例の一部を改正する条例 

 尼崎市手数料条例（昭和４０年尼崎市条例第１４号）の一部を次のよ

うに改正する。 

第２条中第３８号を削り、第３９号を第３８号とする。 

 付則第３項中「当分の間、」の次に「行政手続における特定の個人を

識別するための番号の利用等に関する法律（平成２５年法律第２７号）

第２条第７項に規定する」を加える。 

   付 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 

 

 

 

（説 明） 

  デジタル社会の形成を図るための関係法律の整備に関する法律（令

和３年法律第３７号）の制定により個人番号カードの発行権限が市町

村長でなくなることに伴い、条例改正が必要であることから、本案を

提出する。 

 





議 68 

議案第６８号 

尼崎市特別養護老人ホーム設置法人等選定委員会条例の一部 

を改正する条例について 

 尼崎市特別養護老人ホーム設置法人等選定委員会条例の一部を改正す

る条例を次のように制定する。 

  令和３年９月７日提出 

尼崎市長 稲  村  和  美   

   尼崎市特別養護老人ホーム設置法人等選定委員会条例の一部 

を改正する条例 

第１条 尼崎市特別養護老人ホーム設置法人等選定委員会条例（平成２

５年尼崎市条例第６４号）の一部を次のように改正する。 

  第１条第１号中「に基づく」を「（以下「事業計画」という。）に

基づく」に改め、同条中第３号を第５号とし、第２号を第４号とし、

第１号の次に次の２号を加える。 

  法第８条第２８項に規定する介護老人保健施設の開設の許可

（事業計画に基づくものに限る。以下同じ。)を受けるべき事業

者 

    法第８条第２９項に規定する介護医療院の開設の許可を受ける

べき事業者 

  第２条の見出しを「（組織等）」に改める。 

第２条 尼崎市特別養護老人ホーム設置法人等選定委員会条例の一部を

次のように改正する。 

  題名を次のように改める。 

    尼崎市介護保険施設設置事業者等選定委員会条例 

  第１条中「尼崎市特別養護老人ホーム設置法人等選定委員会」を

「尼崎市介護保険施設設置事業者等選定委員会」に改め、同条に次の

２号を加える。 

    法第４２条の２第１項に規定する指定地域密着型サービス事業

者の指定を受けるべき事業者 

    法第５４条の２第１項に規定する指定地域密着型介護予防サー
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ビス事業者の指定を受けるべき事業者 

   付 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和４年７月１日から施行する。ただし、第１条の規

定は、公布の日から施行する。 

（尼崎市指定地域密着型サービス事業者等選定委員会条例の廃止） 

２ 尼崎市指定地域密着型サービス事業者等選定委員会条例（平成２５

年尼崎市条例第６３号）は、廃止する。 

 

 

 

（説 明） 

選定委員会の調査審議事項に介護医療院等を追加するとともに、指

定地域密着型サービス事業者等選定委員会を統合するため、条例改正

が必要であることから、本案を提出する。 
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議案第６９号  

   尼崎市立児童ホームの設置及び管理に関する条例の一部を改  

正する条例について 

 尼崎市立児童ホームの設置及び管理に関する条例の一部を改正する条

例を次のように制定する。  

  令和３年９月７日提出 

尼崎市長 稲  村  和  美   

   尼崎市立児童ホームの設置及び管理に関する条例の一部を改  

正する条例 

 尼崎市立児童ホームの設置及び管理に関する条例（平成２６年尼崎市

条例第２６号）の一部を次のように改正する。  

 別表尼崎市立明城児童ホームの項中「尼崎市南城内１０番地の２」を

「尼崎市南城内１０番地の１」に改める。  

  付 則  

 この条例は、規則で定める日から施行する。  

 

 

 

（説 明） 

  明城児童ホームの移転に伴い、条例改正が必要であることから、本

案を提出する。 





 

 その他 
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議案第７０号  

   工事請負契約の変更について  

 立花南生涯学習プラザ及び大西保育所新築工事のうち機械設備工事請

負契約の変更契約を次のとおり締結するため、議決を求める。  

  令和３年９月７日提出  

尼崎市長 稲  村  和  美   

１ 契約の目的    立花南生涯学習プラザ及び大西保育所新築工事

のうち機械設備工事請負契約の変更のため  

２ 契約の内容    工事場所 尼崎市栗山町２丁目５３７番地の１

及び３  

           工事概要 機械設備工事  

３ 変更後の契約金額 ２４４，３１０，０００円  

４ 契約の相手方   尼崎市南初島町１０番地１４９  

            株式会社阪神設備工業所  

             代表取締役 岡 本 史 明  

 

 

 

（説 明）  

  令和２年１０月８日に議決された立花南生涯学習プラザ及び大西保

育所新築工事のうち機械設備工事の設計変更に伴う工事請負契約の変

更契約を締結するため、議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又

は処分に関する条例第２条の規定により、本案を提出する。  
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（参 考）  

Ⅰ 工事概要  

種 別  内                容  

機 械  

機械設備工事  

 衛生器具設備工事              一式  

 給水設備工事                一式  

 排水設備工事                一式  

 給湯設備工事                一式  

 消火設備工事                一式  

 空気調和設備工事              一式  

 換気設備工事                一式  

今回変更内容  

  給水設備工事の一部取りやめによる減額  

  衛生器具設備工事の一部変更による増額  

 

Ⅱ 変更前契約 

 １ 契約の目的  立花南生涯学習プラザ及び大西保育所新築工事の

うち機械設備工事請負のため 

２ 契約の内容  工事場所 尼崎市栗山町２丁目５３７番地の１及

び３  

          工事概要 機械設備工事  

 ３ 契約の方法  一般競争入札  

 ４ 契約の金額  ２４５，５２０，０００円  

 ５ 契約の相手方 尼崎市南初島町１０番地１４９  

           株式会社阪神設備工業所  

            代表取締役 岡 本 史 明 
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議案第７２号 

令和２年度尼崎市水道事業会計未処分利益剰余金の処分につ 

いて 

令和２年度尼崎市水道事業会計に係る未処分利益剰余金を次のとおり

処分するため、議決を求める。 

令和３年９月７日提出 

尼崎市長 稲  村  和  美   

１ 当年度未処分利益剰余金   １，６８１，５７８，２１９円 

２ 処 分 方 法 及 び 処 分 額 

   建設改良積立金の積立て  １，１８３，５３５，２１９円 

   資 本 金 へ の 組 入 れ    ４９８，０４３，０００円 

 

 

 

（説 明） 

  未処分利益剰余金を処分するため、地方公営企業法第３２条第２項

の規定により、本案を提出する。 
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議案第７３号 

令和２年度尼崎市工業用水道事業会計未処分利益剰余金の処 

分について 

令和２年度尼崎市工業用水道事業会計に係る未処分利益剰余金を次の

とおり処分するため、議決を求める。 

令和３年９月７日提出 

尼崎市長 稲  村  和  美   

１ 当年度未処分利益剰余金   ５３４，４１４，６５０円 

２ 処 分 方 法 及 び 処 分 額 

   建設改良積立金の積立て   ５３４，４１４，６５０円 

 

 

 

（説 明） 

  未処分利益剰余金を処分するため、地方公営企業法第３２条第２項

の規定により、本案を提出する。 
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議案第７４号 

令和２年度尼崎市下水道事業会計未処分利益剰余金の処分に 

ついて 

令和２年度尼崎市下水道事業会計に係る未処分利益剰余金を次のとお

り処分するため、議決を求める。 

令和３年９月７日提出 

尼崎市長 稲  村  和  美   

１ 当年度未処分利益剰余金   ２，３２４，６８４，０３３円 

２ 処 分 方 法 及 び 処 分 額 

   建設改良積立金の積立て  ２，３２４，６８４，０３３円 

 

 

 

（説 明） 

  未処分利益剰余金を処分するため、地方公営企業法第３２条第２項

の規定により、本案を提出する。 
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議案第７５号 

令和２年度尼崎市モーターボート競走事業会計未処分利益剰 

余金の処分について 

令和２年度尼崎市モーターボート競走事業会計に係る未処分利益剰余

金を次のとおり処分するため、議決を求める。 

令和３年９月７日提出 

尼崎市長 稲  村  和  美   

１ 当年度未処分利益剰余金  １０，５５８，１８８，２６９円 

２ 処 分 方 法 及 び 処 分 額  

   一 般 会 計 繰 出 金  ２，８２０，４４６，０２３円 

   資 本 金 へ の 組 入 れ  ２，３７１，４５５，５９２円 

 

 

（説 明） 

  未処分利益剰余金を処分するため、地方公営企業法第３２条第２項

の規定により、本案を提出する。 

 

 

 

 





議 76 

議案第７６号 

   公有水面埋立てに関する意見について 

 公有水面埋立てに関する次の免許の変更について、尼崎西宮芦屋港港

湾管理者の長から意見を求められたので、異議ない旨の意見を述べるた

め、議決を求める。 

  令和３年９月７日提出 

尼崎市長 稲  村  和  美   

１ 申請者の所在地、名称及び代表者 

  神戸市中央区下山手通５丁目１０番１号 

   兵庫県 

    兵庫県知事  齋 藤 元 彦 

 

２ 用途変更に係る埋立地の区域及び面積 

    尼崎市東海岸町１１番、１９番の１、２６番、２３番の１及び

１７番に接する県有護岸敷の地先公有水面のうち 

安定型区画第１－２－２（２）工区 １４８，１３３．６３㎡ 

安定型区画第２－３－２工区    ２４４，３８４．５９㎡ 

 

３ 埋立地の用途及び規模 

用途 規模 

変更前 変更後 差分 

ふ頭用地 約１１．９ha 約１４．９ha 約＋３．０ha 

港湾関連用地 約１６．０ha 約１６．０ha － 

港湾関連用地 

(再生可能エネル

ギー活用用地) 

約１２．０ha 約１２．０ha － 

都市再開発用地 約４５．４４ha 約４６．１９ha 約＋０．７５ha 

都市再開発用地 

(再生可能エネル
約１．７ha 約１．７ha － 
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ギー活用用地) 

都市機能用地 約２．０５ha  約－２．０５ha 

下水処理場用地 約２．０ha  約－２．０ha 

緑地 約１５．２ha 約１５．２ha － 

緑地 

(再生可能エネル

ギー活用用地) 

約０．９ha 約０．９ha － 

道路用地 約４．１５ha 約４．４５ｈa  約＋０．３ｈa 

道路用地 

(再生可能エネル

ギー活用用地) 

約１．６ha 約１．６ha － 

合計 約１１２．９４

ha 

約１１２．９４

ha 
－ 

 

 

 

（説 明） 

  尼崎西宮芦屋港内公有水面埋立免許の変更について、港湾管理者の

長から意見を求められたので、公有水面埋立法第１３条の２第２項の

規定により、本案を提出する。 




